令和　　年度
指定障害福祉サービス事業者等運営指導事前提出資料
居宅訪問型児童発達支援
※　１　この事前提出資料は、作成月の前月末の内容を記入すること。
　　２　パンフレット等の添付をもって該当項目の記載を省略できる。この場合、該当欄に「別添○○○のとおり」と記載すること。
　　３　複数のサービスについて作成し、記載項目が重複する場合には、１のサービスのみ記載し、他は「○○○事業に記載のとおり」としてよい。
	居宅訪問型児童発達支援


１　事業所の概要（令和　　年　　月　　日 現在）
（１）事業所の概要
	
	
	管理者の氏名
	

	
	〒

	
	

	
	
	
	

	事業所番号
	０
	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	事業開始年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	利用した人数
（直近３ヶ月の実績）
	（　　　月分）
延べ　　　　　人
実人数　　　　人
	（　　　月分）
延べ　　　　　人
実人数　　　　人
	（　　　月分）
延べ　　　　　人
実人数　　　　人

	多機能型事業所である場合の他サービスの指定状況
※該当する番号を○で囲んで
　ください。
	１　児童発達支援(ｾﾝﾀｰ) （定員　　　人）　
２　医療型児童発達支援（定員　　　人）
３　放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ　（定員　　　人）
４　生活介護　　　　　（定員　　　人）
５　自立訓練（機能訓練）（定員　　　人）
６　自立訓練（生活訓練）（定員　　　人）
７　就労移行支援　　　（定員　　　人）
８　就労継続支援Ａ型　（定員　　　人）
９　就労継続支援Ｂ型　（定員　　　人）
	届け出ている加算の状況と届出日
※届け出ている加算項目の番号を○で囲み、
（　　 ）に届出日を記入ください。

	１　訪問支援員特別加算（　　　　年　　月　　日）
２　多職種連携支援体制加算（　　　　年　　月　　日）
３　強度行動障害児支援加算（　　　　年　　月　　日）
４　福祉・介護職員処遇改善加算（　　　年　月　日）
５　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（　　　年　月　日）
６　福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
（　　　　年　　月　　日）


	児童発達支援管理責任者の氏名
（複数の場合は全員の氏名を記入のこと）
	
	
	


（２）添付資料（次の資料を添付すること。）
1 運営規程
2 利用者と締結する契約書
3 利用者に説明する際の重要事項説明書
4 就業規則
5 当該事業所の平面図（別添とすること。なお、当該事業所の区域を蛍光ペン等で区分すること。）
6 既存のパンフレット等
２　指定事業所に係る従業者の状況
（１）従業者の内訳（令和　　年　　月　　日 現在）
	区分
氏名
	職　　種
	資　　格
	１週間に勤務すべき時間数
　（Ａ）
	専任
・
兼任
の別
	事業所別の１週間に勤務すべき時間数の内訳
（※　複数の単位を実施している場合は、それぞれ別の欄とすること。）
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（注）１　この表は管理者及び当該事業所に勤務する全ての従業者の内訳を記入するものである。
　　　２　「職種」には、当該事業所で複数の職を兼務している場合は、「○○(兼)○○」と兼務内容がわかるように記入すること。
　　　３　「事業所別の１週間に勤務すべき時間数の内訳」には、各事業毎の従事時間の内訳を記入すること。
（２）従業者の勤務体制及び勤務形態　〈令和　　年　　月分〉（※　複数の単位を実施している場合は、それぞれ別葉とすること。）
《職種：　　　　　　　　　》
	氏　名
	第１週
	第２週
	第３週
	第４週
	４週の
合計
	週平均
の勤務
時間
	常勤換
算後の
人数

	
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
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	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数　　　　　　時間　
	○　職員の勤務時間帯

	
	　ａ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	（注）１　本表は、実地指導実施日の直近の月の勤務実績を記入すること。
　　　２　「 ※ 」は、当該月の曜日を記入すること。
　　　３　本表は、職種別に別葉とし、従業者の勤務形態について勤務形態の符号の区分により作成すること。
　　　４　勤務形態の符号は、勤務実態に即して種類を設けること。
５　この表は、既存の「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」をもって代えることができる。

	　ｂ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	　ｃ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	　ｄ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	ｅ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	ｆ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	


３　過去(直近)３ヶ月分の利用者数(実績)の内訳　（※複数の訪問支援員を配置している場合は、それぞれ別葉とすること。）
訪問支援員名（　　　　　　　　　）
	日
	毎　日　の　利　用　実　績（人）
	日
	毎　日　の　利　用　実　績（人）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	　１日
	
	
	
	１７日
	
	
	

	　２日
	
	
	
	１８日
	
	
	

	　３日
	
	
	
	１９日
	
	
	

	　４日
	
	
	
	２０日
	
	
	

	　５日
	
	
	
	２１日
	
	
	

	　６日
	
	
	
	２２日
	
	
	

	　７日
	
	
	
	２３日
	
	
	

	　８日
	
	
	
	２４日
	
	
	

	　９日
	
	
	
	２５日
	
	
	

	１０日
	
	
	
	２６日
	
	
	

	１１日
	
	
	
	２７日
	
	
	

	１２日
	
	
	
	２８日
	
	
	

	１３日
	
	
	
	２９日
	
	
	

	１４日
	
	
	
	３０日
	
	
	

	１５日
	
	
	
	３１日
	
	
	

	１６日
	
	
	
	


※　直近３ヶ月の営業日に係る利用者数の実績を記入すること。
４　障害児通所給付費の算定状況
（１）報酬単価区分等　　
	報酬単価区分又は加算の種類
	直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）
　（　）には、各月における区分毎の延べ利用人数（人日）及び実利用者数（人）を記入すること。
※ 令和６年４月分以降を記入すること。（事前提出資料作成月が６月である場合は、４月・５月の２ヶ月分で可）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	居宅訪問型児童発達支援（1,066単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	専門職員が支援を行う場合（679単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	通所施設移行支援加算（500単位）
	　　　　人
	　　　人
	　　　人

	特別地域加算（15/100単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	利用者負担上限額管理加算（150単位）
	　　　　人
	　　　人
	　　　人

	訪問支援員
特別加算
	（Ⅰ）（850単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	（Ⅱ）（700単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	家庭連携
加算
	Ⅰ
	所要時間１時間以上（300単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	
	
	所要時間１時間未満（200単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	
	
	対面による相談援助（100単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	
	
	テレビ電話等による相談援助（80単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	
	Ⅱ
	対面による相談援助（80単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	
	
	テレビ電話等による相談援助（60単位）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	多職種連携支援加算（200単位）※月１回まで
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）
	（　　　　　回）（　　　人）

	強度行動障害児支援加算（200単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉・介護職員処遇改善加算
	(Ⅰ)　
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅱ)　
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅲ)　
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅳ)
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅴ)　 （　　）（６月分以降、(1)～(14)を記入）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉･介護職員等特定処遇改善加算
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	減算の有無
	通所支援計画未作成（50～70/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	児童発達支援管理責任者の員数基準未満（50～70/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	身体拘束廃止未実施（99/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	虐待防止措置未実施減算（99/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	業務継続計画未策定減算（99/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	情報公表未報告減算（95/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし


注1）「利用者負担上限額管理加算」については、各月において算定した加算の基礎となる実利用者数を記入すること。
（２）（１）以外の費用
	費用区分
	直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）
　

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	交通費の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	その他の費用の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし


（３）（２）で徴収した交通費及びその他の費用の内訳
	区　　　　　　　　　　　　　　　分
	直　近　３　ヶ　月　の　請　求　状　況（延べ人数）

	経　　費　　区　　分
	設 定 単 価
	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	
	
	うち自己負担額
	
	
	

	交通費
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分
	延べ　　　　　　　 　　人分

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）本表は、「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準(平成24年３月14日付け厚生労働省告示第122号)」に基づく費用以外のものについて、設定単価毎に整理して記入すること。
５　身体的拘束等の状況
（１）実施の状況
	区　　　　　分
	直　　近　　３　ヶ　月　　の　　状　　況

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	身体的拘束等の総回数

	　　　　　　　　　回
	　　　　　　　　　回
	　　　　　　　　　回

	身体的拘束等の実人員

	　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　人

	身体的拘束等の実施記録の有無
（どちらかを○で囲むこと。）
	有り　・　無し
	有り　・　無し
	有り　・　無し


（２）実施の内訳
	
	実　施　期　日
	拘束した時間
	拘束の方法
	拘束することとなった理由

	１

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	２

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	３

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	４

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	５

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	


（注）身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を実施した最近の事案５件について、その内容をできるだけ具体的に記入のこと。
